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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (千円) 15,108,87022,652,93532,395,74639,479,50746,242,064

経常利益 (千円) 205,670557,636580,636481,110781,731

当期純利益 (千円) 94,240 822,301440,194 81,133 338,982

持分法を適用した場合の
投資損失

(千円) ― ― ― 7,329 ―

資本金 (千円) 104,000104,000403,252412,084444,634

発行済株式総数 (株) 49,600 49,600 58,262 58,830 60,930

純資産額 (千円) 181,4981,000,7862,039,4841,974,8552,141,053

総資産額 (千円) 4,806,9256,945,72310,324,09911,078,58313,202,504

１株当たり純資産額 (円) 3,659.2320,167.3235,005.4035,007.1037,693.93

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
―

(―)

―

(―)

1,000

(―)

1,000

(―)

1,000

(―)

１株当たり
当期純利益金額

(円) 1,900.0116,578.658,540.821,398.465,941.22

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益金額

(円) ― ― 7,416.661,323.025,663.86

自己資本比率 (％) 3.8 14.4 19.8 17.8 16.2

自己資本利益率 (％) 66.1 139.2 29.0 4.0 16.5

株価収益率 (倍) ― ― 20.5 25.0 29.3

配当性向 (％) ― ― 11.7 71.5 16.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 719,685509,5932,028,775888,1911,798,791

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 62,486△26,311△979,712△824,715△1,698,069

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 566,423△145,463△172,793

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 3,341,1133,824,4005,439,6935,357,8005,285,728

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
32
(６)

38
(―)

38
(―)

42
(―)

48
(―)
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(注) １　当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第19期及び第20期の持分法を適用した場合の投資損失については、持分法を適用する関連会社がないため、ま

た、第21期の持分法を適用した場合の投資損失については、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏

しい関連会社であるため、記載しておりません。第23期の持分法を適用した場合の投資損失については、関連

会社であったベスカ株式会社は当事業年度より実質的な影響力がなくなったことから、関連会社から除外し

ており、持分法を適用する関連会社がないため、記載しておりません。

４　第20期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号　平成17年12月９日)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号　平成17

年12月９日)を適用しております。

５　第19期及び第20期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株引受権、新株引受権付社債に

よる新株引受権及び新株予約権が存在しますが、当社株式は非上場であるため、それぞれ期中平均株価が把握

できませんので記載しておりません。

６　第19期及び第20期の株価収益率については、当社株式は非上場であるため記載しておりません。

７　従業員数は、事業年度末日における就業人員数であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を(　)外書で記載して

おります。
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２ 【沿革】

　

年月 事項

昭和63年３月 コンピュータシステムの研究、開発、製造及び販売を目的とし、東京都新宿区において㈱エスジー

通商(資本金3,000千円)を設立。

平成８年９月 本店を東京都品川区に移転。

平成10年10月 本店を東京都世田谷区に移転。

平成11年２月 商号を㈱ウェブマネーに変更。

本店を東京都品川区に移転。

平成11年４月 ㈱アイフォーより電子マネー事業の営業譲受けを実施し、電子マネー「WebMoney」の発行・販売

及び電子決済サービスの提供を開始。

平成12年３月 事業年度の末日を９月30日から３月31日に変更。

平成15年７月 ㈱フェイスの連結子会社となり、㈱フェイスは当社親会社となる。

平成15年12月 会員サービス「WebMoney PREMIUM」の提供を開始。

平成16年３月 本店を東京都渋谷区に移転。

平成19年５月 本店を東京都港区に移転。

平成19年８月 会員サービス「WebMoney PREMIUM」をリニューアルした「ウェブマネー ウォレット」の提供を

開始。

平成19年12月 ジャスダック証券取引所ＮＥＯに株式を上場。

平成20年10月

平成21年６月

会員サービス「ウェブマネー ウォレット＋(プラス)」の提供を開始。

個人間電子マネー取引サービス「ぷちカンパ」、「速フリ」の提供を開始。

（注）平成22年４月　ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所（ＮＥＯ） に上場

となっております。
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３ 【事業の内容】

当社は、インターネット上で提供されるオンラインゲームサービス、音楽配信サービス及び映像配信サー

ビス等のデジタルコンテンツ配信サービス、並びに食品及び衣料品等の物品販売といったユーザー向け電

子商取引（以下、「ＥＣ」といいます。）における決済機能を有したサーバ管理型電子マネー(注１)

「WebMoney」の発行・販売及び電子決済サービスの提供を主たる事業としております。

当社は、「WebMoney」を主としてコンビニエンスストア等の販売店を経由し、ユーザーに販売しており、

販売店(代理店を含む)より「WebMoney」の販売額を回収し、販売店へは販売手数料を支払っております。

また、ＥＣサイト事業者とは加盟店契約を締結し、ユーザーの「WebMoney」による決済を可能にしており

ます。

「WebMoney」には、16桁の英数字(「WebMoneyプリペイド番号」)が登録されており、インターネット上で

当社加盟店における各種サービスを利用する際に「WebMoneyプリペイド番号」を入力することによって、

「WebMoney」を現金に替わる決済手段として使用することができます。「WebMoney」による電子決済シス

テムでは、入力された「WebMoneyプリペイド番号」の残高照合及び決済処理を行うとともに当社加盟店に

対して決済完了通知を送信することにより、ユーザーは、当社加盟店の商品・サービスの提供を受けること

ができます。当社は、上記決済処理の実施後、加盟店に対して精算を行います。

なお、「WebMoney」の販売額のうち未使用残高に対応した資金については、当社加盟店で使用されるまで

の期間、当社に一時的に滞留することになります。

当社の売上高は、当社加盟店の決済額の増加により伸長する連動関係となっており、売上高の増加を図る

ためには、新規加盟店及び既存加盟店での決済額増加が必要であります。

そのため、当社ではデジタルコンテンツ配信会社及び物品販売サイト運営会社等と幅広く加盟店契約を

締結し、決済額を増加させることに努めております。
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＜WebMoneyの基本的な特徴＞

電子マネー「WebMoney」の基本的な特徴は、次の通りであります。

①　かんたん

「WebMoney」はサーバ管理型電子マネーであるため、専用リーダー等の機器が不要であります。ユー

ザーは、コンビニエンスストア等の販売店やインターネット上で「WebMoney」を購入できます。イン

ターネットに接続できる環境さえあれば、かんたんに購入から決済までを行うことが可能です。

②　安全

ユーザーは「WebMoney」を購入し、プリペイド番号をネット上で入力するだけで支払いが完了しま

すので、個人情報を入力する必要がありません。ユーザーは匿名性を確保でき、また、加盟店側では個人

情報の漏洩リスクが低減できます。

③　便利

「WebMoney」は、１円からの決済が可能であり、クレジットカードに比べ、小額課金が主流のデジタ

ルコンテンツに適しております。

また、プリペイド方式(前払い)ですので、加盟店側は代金未回収のリスクがなく、また、入金確認等の

わずらわしい作業も一切必要ありません。

　

＜WebMoneyはサーバ管理型電子マネー＞

近年、電子マネーの利便性が着目され、多種にわたる電子マネーが普及しつつあります。これらの多く

は残高情報がカード媒体に保存されたＩＣカード型電子マネーであり、使用時に専用のリーダー等の機

器が必要となります。

これに対し、当社の「WebMoney」はサーバ管理型電子マネーと呼ばれ、残高情報は「WebMoneyプリペイ

ド番号」で当社の専用サーバにて管理されております。この特徴により、ユーザーは専用リーダー等の機

器を使用する必要がなく、インターネット上において「WebMoneyプリペイド番号」を入力するだけで決

済を行うことが可能となります。

当社が提供する決済システムを「WebMoney決済サービス」といい、加盟店ウェブサイトのサーバに当

社開発の決済処理プログラムを導入し、当社サーバと接続することで、ユーザーは加盟店ウェブサイトか

ら簡単に利用することが可能となっております。

インターネット上の加盟店ウェブサイトにおいて、ユーザーは商品またはサービス購入の手続を行い、

その決済手段に「WebMoney」を選択します。「WebMoney決済サービス」では当社加盟店情報のチェック

を行い、正規加盟店であれば、当社決済サーバに自動的に移行し決済要求を行います。ここでユーザーが

「WebMoneyプリペイド番号」を入力すると、当社決済サーバにて購入代金の決済処理を行います。この決

済処理が完了すると、決済完了通知が加盟店ウェブサイトに送信され、加盟店からユーザーへ商品または

サービスの提供を行います。

当社は、後日加盟店における商品またはサービスの販売代金としての「WebMoney」決済額から決済手

数料等を差し引いた金額を、加盟店に対して支払うことで決済額の精算が完了いたします。
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[WebMoney決済システムの仕組み]

　

　

＜WebMoneyの販売形態＞

「WebMoney」は「WebMoneyプリペイド番号」が価値を持ったサーバ管理型電子マネーであり、様々な

形態で販売が可能であります。

主な販売形態は次のとおりであり、ユーザーはその都度購入方法を選択することができます。

①　「WebMoneyカード」

当社は、販売店を通じて「WebMoneyプリペイド番号」を記載したスクラッチ形式のカードを販売し

ております。販売店は、コンビニエンスストア、インターネットカフェ、家電量販店、パソコンショップ

及びゲームショップ等であります。

また、「WebMoneyカード」には、当社の固定デザインで制作された「通常カード」と、加盟店等によ

るオリジナルデザインで制作された「オリジナルWebMoneyカード」があります。「オリジナル

WebMoneyカード」は、広告宣伝または販売促進を主たる目的として制作及び販売しており、デザインや

「WebMoney」ポイント数等を自由に設定することができる「WebMoneyカード」であります。なお、「オ

リジナルWebMoneyカード」は、販売促進目的等のため、無償でユーザーへ配布されるものが大半を占め

ております。
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②　「WebMoneyシート」

コンビニエンスストアに設置されている店頭端末等を通じて「WebMoney」を販売しております。代

表的な例としましては、店頭端末の画面上の操作手順に従い購入手続を進めることにより、「WebMoney

シート」引換券(申込書)がプリントアウトされます。この引換券(申込書)をコンビニエンスストア内

のレジに持参し、購入代金を支払うことによって、「WebMoneyプリペイド番号」が記載された

「WebMoney」が発行されます。

　

　

③　「WebMoneyオンライン販売」

当社は、自社ウェブサイトにおいてユーザーに対して電子マネー「WebMoney」の直接販売を行って

おります。インターネット上の購入には、あらかじめ当社会員制サービスである、ＩＤとパスワードだ

けで決済可能な「ウェブマネー ウォレット」、お得なポイントが還元される「ウェブマネー ウォ

レット＋(プラス)」(注２)への登録が必要となります。この会員制サービスへ登録後、ユーザーは当社

専用サイトにログインし、クレジットカードまたはネットバンキングを利用して代金を支払うことで

電子マネー「WebMoney」の購入が完了します。

　

　

EDINET提出書類

株式会社ウェブマネー(E05724)

有価証券報告書

 8/68



④　「WebMoneyオンラインシート」

当社ウェブサイトで「WebMoney」購入申込を受け付け、コンビニエンスストアのレジにて購入代金

の支払を行う方法です。当社ウェブサイト上で必要事項を入力すると、「WebMoney」の払込情報がユー

ザーのメールアドレスへ送信されます。ユーザーはコンビニエンスストアのレジで払込情報をもとに

購入代金の支払後、引換券に印刷された「WebMoneyプリペイド番号」が利用可能となります。

　

　

　 　
　
［用語解説]

(注１) サーバ管理型電子マネー

電子マネーは、ＩＣカード型とサーバ管理型に大きく二つに分類されます。「ＩＣカード型電子マネー」と

は、残高情報がＩＣチップに記録・保存される電子マネーであり、そのための媒体としてＩＣチップを搭載した

カードと専用リーダ等の機器が必要となります。これに対して、「サーバ管理型電子マネー」は、残高情報がイ

ンターネット等のネットワークに接続されたサーバ上で記録・保存される電子マネーであり、特定の媒体に依

存せず専用機器も不要といった特徴があります。

(注２) 会員制サービス「ウェブマネー ウォレット」「ウェブマネー ウォレット＋(プラス)」

ＩＤとパスワードだけで決済可能な「ウェブマネー ウォレット」及びお得なポイントが還元される「ウェ

ブマネー ウォレット＋(プラス)」は、お財布機能を有した会員制サービスです。直接お支払いができるうえ、残

高管理が容易である等、ユーザーにとって利便性の高いサービスとなっております。

また、通常ユーザーがクレジットカードでＥＣ決済を行う場合、カード情報をＥＣサイト毎に入力する必要が

ありますが、この会員制サービスの場合、当社サーバへの登録だけで済み、ユーザーの不安感が解消できると

いった特徴もあります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名　称 住　所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容

議決権の
所有割合又は
被所有割合
(％)

関係内容

(親会社) 　 　 　 　 　

株式会社フェイス
(注)

京都府京都市
中京区

3,218コンテンツ配信事業
被所有

47.35

当社商品の販売
加盟店決済等
役員の兼任・・・有

(注)　有価証券報告書を提出しております。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成22年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

48 35.3 2.8 6,096

(注) １　従業員数が前事業年度末より６名増加しておりますが、これは業容拡大に伴う採用等によるものであり

　　　　　 ます。

     ２　平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。

　

(2) 労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度におけるわが国経済は、一部に景気回復の兆しが見られるものの、雇用・所得環境の悪化に

より、個人消費が伸び悩む等、引き続き厳しい状況で推移いたしました。その一方で、電子マネー及び電子

決済関連業界におきましては、平成21年12月末にブロードバンドネットワーク契約件数は3,170万件とな

り（総務省報道資料「ブロードバンドサービス等の契約件数」による）、デジタルコンテンツの需要は

引き続き拡大基調にあります。

このような経営環境の中で、当社決済の主力分野であるオンラインゲーム市場は、新規タイトルの増加

とともに、既存タイトルの人気が継続するなど好調を続けております。加えて、第３四半期からソーシャ

ルゲームをはじめとする携帯コンテンツの新分野が立ち上がりました。

　当社はインターネット上で「かんたん・安全・便利」に使用することができる電子マネー

「WebMoney」の利用促進による決済額の拡大のために、以下の３つの施策に注力いたしました。

第１に、加盟店との連携を強め、ゲームタイトルキャラクターを使った限定オリジナル「WebMoney」

カードのプレゼントキャンペーン等を共同で実施しました。また、新規開拓においては、携帯コンテンツ

サービスを中心に292社獲得し、加盟店総数は2,177社となりました。

第２に、デジタルコンテンツの市場活性化に向け、“楽しさ”という価値を創造するエンターテイメン

ト企業としてのブランド確立を目指しました。平成21年６月には、個人のクリエイティブな活動を支援す

るため、個人間電子マネー取引サービス「ぷちカンパ」と「速フリ」の提供を開始いたしました。オンラ

インゲームの楽しさをファンが共有する共感コミュニティ「ONLINE GAME messe.（オンラインゲーム

メッセ）」を開設し、平成21年８月には秋葉原でオンラインゲームファンのライブイベント「夏messe.

2009（なつメッセ）」を開催しました。平成21年９月には、インターネット広告企業と提携し、映像を見

るだけで「WebMoney」と交換できるポイントが貯まる映像広告ソリューションサービス「manna（マ

ナ）」の提供を開始し、平成22年３月末の累計会員数は13万人を超えました。平成21年12月には、秋葉原

でオンラインゲーム運営各社と協力し、国内最大級のオンラインゲームファンのライブイベント

「ONLINE GAME messe. 2009（オンラインゲームメッセ2009）」を開催しました。平成22年２月には、オ

ンライン書店ASP企業と提携し、WebMoneyで書籍、CD、DVDが購入できるオンライン書店「WebMoney ABCD」

を開始いたしました。平成22年３月には、全国の萌え文化が集結する国内最大級イベント「萌え博2010」

に、デジタルコンテンツの楽しさを伝えるため、オンラインゲーム各社と共同出展いたしました。

第３に、ユーザーの利便性を向上させるため、IDとパスワードだけで決済可能な「ウェブマネー ウォ

レット」及びお得なポイントが還元される「ウェブマネー ウォレット＋（プラス）」の会員制サービ

スの普及に努めました。

その結果、新規登録者数は順調に増加し、平成22年３月末で累計130万人を超えました。

　デジタルコンテンツ市場の拡大と当社施策により、WebMoney決済額は45,629百万円（前事業年度比

18.0％増）と大幅に増加いたしました。
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以上の結果から、売上高は順調に増加し、当事業年度の売上高は46,242百万円（前事業年度比17.1％

増）、営業利益は756百万円（前事業年度比63.6％増）、経常利益は781百万円（前事業年度比62.5％

増）、当期純利益は338百万円（前事業年度比317.8％増）となりました。

　なお、当社は東京国税局より税務調査を受け、当局からの指摘を受け入れたことによる「過年度法人税

等」を102百万円計上しております。

　

(2) キャッシュ・フロー

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末より72百万円

減少し、5,285百万円となりました。

　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により得られた資金は1,798百万円（前事業年度比102.5％増）となりました。その主な要因

は、税引前当期純利益775百万円、売上債権の増加536百万円、仕入債務の増加1,312百万円及び利用原価引

当金の増加254百万円等によるものであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動に使用した資金は1,698百万円（前事業年度比105.9％増）となりました。その主な要因は、定

期預金の払戻による収入1,400百万円、投資有価証券の取得による支出3,007百万円等によるものであり

ます。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動に使用した資金は172百万円（前事業年度比18.8％増）となりました。その主な要因は、ス

トックオプションの行使に伴う株式の発行による収入64百万円、自己株式の取得による支出181百万円及

び配当金の支払額55百万円によるものであります。なお、株式の発行による収入64百万円は、株式発行に

伴う費用の支払額を控除しております。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当社は、生産活動を行っておりませんので記載を省略しております。

　

(2) 販売実績

当事業年度の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門別
当事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

前年同期比(％)

電子マネー事業 (千円) 46,242,064 117.1

合計 (千円) 46,242,064 117.1

(注) １　最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであり

ます。

　

相手先

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

株式会社ティーガイア 18,124,30045.9 22,347,99448.3

株式会社ファミマ・ドット・コム 9,671,61324.5 10,907,58923.6

ウェルネット株式会社 605,552 1.5 7,388,60016.0

株式会社ペイジェント 1,610,496 4.1 1,944,429 4.2

三菱UFJニコス株式会社 1,222,282 3.1 1,433,262 3.1

グレートインフォメーション株式会社 6,598,75416.7 833,596 1.8

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

３ 【対処すべき課題】

ブロードバンドネットワークの普及によるインターネット利用者の増加に伴い、ＥＣ市場は急速に拡大

しており、電子マネー及び電子決済関連業界においても拡大していくことが予想されております。

当社の「WebMoney」決済システムの提供先は、主にオンラインゲーム等のデジタルコンテンツ配信会社

であります。オンラインゲーム市場は、ブロードバンド市場の拡大に伴いサービスの提供環境が急速に整備

されてきたため、急激に拡大を続けており成長著しい競争状態の市場となっております。

このような状況を踏まえ、当社は対処すべき課題として以下の点を認識し、戦略的な取り組みを進めてお

ります。

　

(1) 有力デジタルコンテンツ加盟店との関係強化

当社は、既加盟店であるオンラインゲーム運営会社や携帯コンテンツ運営会社に対して積極的なプロ

モーションを提案・実行することにより、加盟店との関係を強化してまいります。
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(2) 収益基盤の強化

当社は、「WebMoney」の販売方法において、新たな販売チャネルの開拓や多様な販売形態の開発・構築

を行い、販売コストの低減を図ってまいります。また、システム開発・保守費用や効率的なプロモーショ

ンの展開等、販売費及び一般管理費の合理的な抑制に努め、当社収益基盤の強化を図ってまいります。

　

(3) システムの強化

当社は、市場の拡大に伴う決済件数の大幅な増加にも対応できるよう、既存システムの増強を図るとと

もに、加盟店ニーズの多様化に対応するため、新機能を投入し、さらにユーザー利便性向上策の実施、新

サービスの提供のためのシステム機能強化を図ってまいります。

　

(4) 情報セキュリティの強化

当社の電子決済サービスは、情報通信事業者が提供する公衆回線、専用回線及びインターネット網を利

用しているため、外部からの不正な手段によるコンピュータシステムへの侵入、通信システムの障害、コ

ンピュータソフトウェアの動作不良や誤作動等のリスクを最大限に防ぐため、常に最新のセキュリティ

対策を講じてまいります。

　

(5) 内部管理体制の強化

当社は、事業規模の拡大に伴い、電子マネーの発行・販売及び電子決済サービスの提供に関する情報管

理体制を強化し、実効的な内部統制システムの改善と運用を図ってまいります。

　

　(6) 法規制への対応

当社は、平成22年４月１日に施行された新たな法律「資金決済に関する法律」（平成21年法律第59

号）の適用対象となったことを受け、同法律に基づく前払式支払手段の発行事業者として登録を行い、関

連法令を適切に遵守し、従前にも増して利用者保護に努めてまいります。

　

(7) 優秀な人材の確保と育成

当社は、平成22年３月31日現在、従業員48名と小規模組織であるため、事業の拡大を行うためにも、教育

・研修制度を整備し継続的に人材の育成を行うとともに、優秀な人材の確保にも努めてまいります。

　

(8) 新たな市場への参入

当社は、主にデジタルコンテンツを提供するＥＣ事業者へ決済サービスの提供を行っておりますが、特

にオンラインゲームを提供する事業者向けの決済が、当社の全決済額に占める割合は約８割となってお

ります。今後は、オンラインゲームだけでなく、携帯コンテンツやＥＣ物販事業者など新たな市場を対象

とした決済サービスの提供にも注力いたします。
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４ 【事業等のリスク】

当社の事業等に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には以下

のようなものがあります。ただし、以下の記載事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであ

り、当社株式への投資に関連するリスクを全て網羅するものではありません。 

　

(1) 当社の収益構造について

当社は、販売店（代理店を含む）より「WebMoney」の販売額から販売手数料を控除した金額を受け

取っており、「WebMoney」の販売額を売上高に計上するとともに、販売手数料を販売費及び一般管理費に

計上しております。また、加盟店へは決済額から決済手数料を控除した金額を支払っており、この支払額

を売上原価に計上しております。したがって当社の業績は、販売店に対する販売手数料率及び加盟店に対

する決済手数料率の影響を受けることとなります。

加盟店に対する決済手数料率は、各加盟店との交渉の上で決定、更新しておりますが、加盟店の決済額

が増加することに伴い引き下げられる傾向にあります。一方、販売手数料率についても各販売店との交渉

の上で決定、更新しており、販売額の増加に伴い低下傾向にあります。

当社は、決済手数料率が低下した場合には、販売手数料率が平均的に低下するように努めております

が、決済手数料率の低下に応じて販売手数料率が平均的に低下しない場合には、当社の財政状態及び経営

成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(2) 見積原価について

当社は、「WebMoney」の販売時に販売額全額を売上高計上しております。当該売上高と売上原価を期間

対応させるため、「WebMoney」の未使用残高に係る決済見積額を見積原価として売上原価に計上してお

りますが、販売後２年（統計的分析結果に基づく最終的な未使用状態の固定化に要する年数）経過した

「WebMoney」の未使用残高は使用される可能性が低いことから、当該見積原価から控除しております。

今後、未使用率（販売額のうち未使用となる比率）が低下した場合、または未使用状態の固定化に要す

る期間が長期化した場合には、見積原価から控除する金額が減少し、当社の財政状態及び経営成績に影響

を及ぼす可能性があります。

　

(3) 新規参入及び競合について

当社を取り巻く事業環境は、インターネット上の消費者向け（以下、「ＢtoＣ」といいます。）ＥＣ市

場の拡大に伴い、その電子決済システムを提供する事業者が増加するなど、競争が激しくなっておりま

す。競合他社としては、サーバ管理型電子マネー発行会社、ＩＣカード型電子マネー発行会社、クレジット

カード決済代行会社、クレジットカード会社、オンラインバンキングなどの多数の事業者が存在します。

当社は、デジタルコンテンツ市場のニーズに対応したビジネスモデルを構築し、デジタルコンテンツ配信

会社を中心とした多数のＥＣ事業者との加盟店契約実績と決済実績があり、競合他社に対して相対的に

優位な状況にあると認識しております。今後、さらなる決済提供機能の向上とユーザー向けのサービスを

充実させることにより、現状のビジネスモデルの優位性を維持できるものと考えております。

しかしながら、既存の競合他社の動向や新規参入の結果、当社ビジネスモデルの優位性を維持すること

が難しくなる可能性が生じるとともに、価格競争の激化を余儀なくされることなどにより、当社の財政状

態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
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(4) 特定事業への依存について

当社は、電子マネーの発行・販売及び電子決済サービスの提供を主たる事業としており、当社の売上高

のすべてがこの事業から生じております。当社は、今後もインターネット上のＢtoＣのＥＣ市場のさらな

る拡大を見込み、電子マネーの発行・販売及び電子決済サービスの提供を事業の中核に据えて、システム

開発・運用管理の強化、内部管理体制の強化並びにＥＣ事業者及び消費者のニーズに合わせた電子マ

ネーの発行・販売及び電子決済サービスの提供を行う予定であります。

しかしながら、このような特定事業に依存している現在の状況は、当社ビジネスモデルの優位性が維持

できず、「WebMoney」販売額及び「WebMoney」決済額が当社予測を下回り伸び悩んだ場合には、当該事業

の戦略及び当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

　

(5) 法規制への対応について

当社の事業は「前払式証票の規制等に関する法律（平成元年法律第92号）」では適用対象外となって

おりましたが、平成22年４月１日に施行された新たな法律「資金決済に関する法律（平成21年法律第59

号）」では適用対象となりました。当社は同法律に基づく前払式支払手段の発行事業者として登録を行

い、引き続き事業の拡大を図る考えであります。

しかしながら、「資金決済に関する法律（平成21年法律第59号）」への対応は、事務管理及びシステム

面でのコスト増加を招くことから、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

契約締結先 契約年月日 契約品目 契約内容 契約期間

株式会社ティーガイア　
　
    　　
    　　
    　　

平成21年10月１日
    
    
    

電子マネー
    
    
    

コンビニエンスストアに
設置された端末機器にお
ける電子マネーの販売に
関する基本契約

平成21年10月１日より
１年間(期間１年間の
自動更新）
    

株式会社ファミマ・
ドット・コム
    　　　　
    　　

平成18年３月31日
    
    
    

電子マネー
    
    
    

コンビニエンスストアに
設置された端末機器にお
ける電子マネーの販売委
託に関する基本契約　　

平成18年４月１日より
１年間(期間１年間の
自動更新)
    

ウェルネット株式会社　
　　
　　
　　

平成21年２月１日　
  
  
  

電子マネー
  
  
  

コンビニエンスストアに
設置された端末機器にお
ける電子マネーの販売委
託に関する基本契約

平成21年２月１日より
１年間(期間１年間の
自動更新)
  

(注)　上記の契約の契約期間に関しましては、双方とも解約または変更の意思表示がない場合は、１年間の自動更新と

なっております。

　

６ 【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。この財務諸表の作成に当たりまして、当事業年度におきましては、債権に対する貸倒引当金の設

定、減価償却資産の償却、利用原価引当金の計上、減損会計、税効果会計等の会計処理を会計関連諸法規に

準拠し、過去の実績や合理的な基準による見積り及び判断に基づき、継続的に実施しております。

　

　(2) 当事業年度の財政状態の分析

当事業年度末における資産合計額は、前事業年度末に比べ2,123百万円増加し、13,202百万円（前事業

年度比19.2％増）となりました。その主な要因は、現金及び預金が1,971百万円減少したものの、売掛金

533百万円、有価証券499百万円、並びに投資有価証券3,007百万円が増加したことによるものであります。

　

負債合計額は、前事業年度末に比べ1,957百万円増加し、11,061百万円（前事業年度比21.5％増）とな

りました。その主な要因は、加盟店未払金1,312百万円、未払法人税等378百万円、並びに利用原価引当金

254百万円が増加したことによるものであります。

　純資産合計額は、前事業年度末に比べ166百万円増加し、2,141百万円（前事業年度比8.4％増）となりま

した。その主な要因は、自己株式の取得による181百万円の減少があったものの、利益剰余金282百万円が

増加したことによるものであります。

　また、自己資本比率は前事業年度末から1.6ポイント減少して16.2％となりました。　

　

(3) 当事業年度の経営成績の分析

当事業年度における経営成績は、当社の電子マネー事業の基盤となっているオンラインゲーム市場が

引き続き成長したことに加え、第３四半期よりソーシャルゲームをはじめとする携帯コンテンツの新分

野が立ち上がったことにより、決済が好調に推移しました。これにより売上高は46,242百万円（前事業年

度比17.1％増）と大きく増収となりました。

売上高の拡大に伴い、営業利益は756百万円（前事業年度比63.6％増）、経常利益は781百万円（前事業

年度比62.5％増）、当期純利益は338百万円（前事業年度比317.8％増）となりました。

なお、当社は東京国税局より税務調査を受け、当局からの指摘を受け入れたことによる「過年度法人税

等」を102百万円計上しております。

　

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社の事業環境につきましては「第２ 事業の状況　４ 事業等のリスク」に記載しておりますが、当社

は電子マネーの発行・販売及び電子決済サービスに特化しており、サービスの提供先としてオンライン

ゲーム市場への依存度が高い状態にあります。オンラインゲーム市場は引き続き拡大を続けております

が、景気の変動の影響を受けるリスクを残しており、慎重な経営判断が必要な状況に変わりありません。
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(5) 経営戦略の現状と見通し

当社は、拡大の続くデジタルコンテンツ市場を電子マネー事業拡大の基盤と考えており、オンライン

ゲームとともに音楽配信や映像配信、携帯コンテンツ等のデジタルコンテンツについても、今後成長が見

込まれるものと考えております。オンラインゲーム市場においては、当社電子マネー「WebMoney」決済額

の占有率の維持及び拡大を図ることにより決済額の増加を図る方針であります。

さらに、ＩＤとパスワードだけで決済可能な「ウェブマネー ウォレット」の機能拡充によるユーザー

の利便性向上や、お得なポイントが還元される「ウェブマネー ウォレット＋(プラス)」へのチャージ方

法の多様化、新たな販売チャネルの追加や販売形態の開発等により、会員数の増加と収益性の維持・向上

を図ってまいります。

上記の実現のための具体的な課題と経営戦略につきましては「第２　事業の状況　３　対処すべき課

題」に記載のとおりであります。

　

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

　「第２　事業の状況　１　業績等の概要　（2）キャッシュ・フロー」をご参照ください。

　

(7) 経営者の問題意識と今後の方針について

当社の経営陣は、現在の経営環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するように努め

ております。デジタルコンテンツ市場の牽引役であるオンラインゲーム市場の拡大に伴って、電子マネー

及び電子決済関連市場も成長期を迎えております。このような状況の中、当社は、有力オンラインゲーム

や成長が著しい携帯コンテンツといった運営企業に対して、共同プロモーションを積極的に提案し、着実

に実施していくことによって、電子マネーの発行・販売及び電子決済サービス提供企業としての地位向

上に努める所存であります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度におきまして、総額83,465千円の設備投資を実施いたしました。その主な内容は、拡大する決

済取引へ対応するための電子決済システム設備44,199千円であります。

　

２ 【主要な設備の状況】

当社における主要な設備は、以下のとおりであります。

平成22年３月31日現在

事業所名
 

(所在地)
設備の内容

帳簿価額(千円) 従業員数　　
 

　　(人)建　物
工具、器具
及び備品

ソフトウェア
ソフトウェア
仮勘定

合　計

本社
(東京都港区)

総括業務及び
販売・事務業務

   11,20457,14315,01816,08799,454  48

(注)　金額には消費税等は含まれておりません。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設

該当事項はありません。

　

(2) その他重要な設備の新設

該当事項はありません。

　

(3) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 190,000

計 190,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年６月28日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 60,930 62,330
大阪証券取引所
(ＮＥＯ)

当社は単元株制度は採
用しておりません。

計 60,930 62,330 ― ―

(注) １　「提出日現在発行数」欄には、第１回新株予約権（平成16年３月15日臨時株主総会決議に基づく平成16年

   ３月15日取締役会決議）1,400個の権利行使により発行された株式数1,400株が含まれ、平成22年６月１日

   から、この有価証券報告書提出日までの新株予約権の権利行使により発行された株式数は含まれておりま

   せん。

２　ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、平成22年４月１日付で大阪証券取引所（ＮＥＯ）に

上場となっております。
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(2) 【新株予約権等の状況】

新株予約権(ストックオプション)に関する事項は、次のとおりであります。

第１回新株予約権(平成16年３月15日臨時株主総会決議に基づく平成16年３月15日取締役会決議)

　

区分
事業年度末現在
(平成22年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成22年５月31日)

新株予約権の数(個) 3,300 1,900

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　3,300（注）１ 　　 1,900（注）１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 31,000（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
平成16年３月31日から
平成26年３月14日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　31,000
資本組入額　　15,500

同左

新株予約権の行使の条件 (注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注）４ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― ―

(注) １　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。た

だし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式について

のみ行われ、調整の結果生じる0.01株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い当該新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割または吸収分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じ、株式数の調整を必要とする

場合には、当社は合理的な範囲で適切に株式数の調整を行うものとします。

２　株式の分割及び１株当たり払込金額を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により行使価額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。
　

調整後行使価額 ＝

既発行
株式数

×
調整前
行使価額

＋
新規発行
株式数

×
１株当たり
払込金額

既発行株式数＋新規発行株式数

　
また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い、新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割

または株式併合を行う場合等、目的となる株式の数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当

社は必要と認める行使価額の調整を行うことができるものとします。

３　新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

(1) 新株予約権の割当を受けた者は、当該株主総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権者との間で締結する新株予約権付与に関する契約に定める、権利行使期間中の各年において権利

行使できる新株予約権の個数の上限、または新株予約権の行使によって発行される株式の発行価額の上限

に従い、当該新株予約権を行使することができるものとします。

(2) 新株予約権の割当を受けた者は、当社株式が日本国内の金融商品取引所に上場された後に限り、新株予約

　権を行使することができるものとします。

(3) 新株予約権の割当を受けた者は、死亡、退職または契約終了その他の事由により、当社取締役、従業員並びに

これらに準じる地位、及び当社外部協力者の地位を喪失した場合、その地位喪失時において未行使の新株予

約権を行使できません。ただし、対象者がかかる地位喪失と同時に当社または当社の完全子会社の取締役、

監査役、相談役もしくは従業員の地位を取得した場合はこの限りではありません。

(4) 新株予約権に関するその他の細目については、当社取締役会決議に基づき、当社と個別の対象者との間で締

結される新株予約権付与に関する契約により定めるところによるものとします。

４　新株予約権を譲渡するには、当社の取締役会の承認を条件とします。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以後の開始事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありま

せん。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成18年３月31日
(注)１、２

― 49,600△1,305,912104,000△1,373,90026,000

平成19年12月６日
(注)３

4,000 53,600 184,000288,000184,000210,000

平成20年１月７日
(注)４

1,200 54,800 55,200 343,200 55,200 265,200

平成19年12月６日～
平成20年３月31日
(注)５

3,462 58,262 60,052 403,252 60,538 325,738

平成20年４月１日～
平成21年３月31日
(注)６

568 58,830 8,831 412,084 8,831 334,570

平成21年４月１日～
平成22年３月31日
(注)７

2,100 60,930 32,550 444,634 32,550 367,120

(注) １　無償資本減少

平成18年２月26日開催の臨時株主総会決議に基づき、未処理損失を一掃するため、無償資本減少(1,305,912千

円)を実施しております。

２　資本準備金減少

平成18年２月26日開催の臨時株主総会決議に基づき、未処理損失を一掃するため、旧商法第289条第２項の規

定による資本準備金減少(1,373,900千円)を実施しております。

３　有償一般募集(ブックビルディング方式による募集)

発行価格　　　100,000円

引受価額　　　 92,000円

資本組入額　　 46,000円

払込金総額　　368,000千円

４　有償第三者割当(オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資)

割当先　大和証券エスエムビーシー株式会社（現　大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社）

発行価格　　　100,000円

引受価額　　　 92,000円

資本組入額　　 46,000円

５　新株引受権、新株引受権付社債による新株引受権及び新株予約権の行使による増加

付与日平成12年１月５日の第１回ストックオプション新株引受権の行使による株式増加数は242株で、資本金

に4,854千円、資本準備金に4,854千円を、付与日平成12年１月24日の第２回ストックオプション新株引受権の

行使による株式増加数は350株で、資本金に7,020千円、資本準備金に7,020千円を、発行日平成12年２月７日の

新株引受権付社債による新株引受権の行使による株式増加数は810株で、資本金に16,247千円、

資本準備金に16,734千円を、付与日平成16年３月31日の第１回ストックオプション新株予約権の行使による

株式増加数は791株で、資本金に12,260千円、資本準備金に12,260千円を、付与日平成17年３月１日の第２回ス

トックオプション新株予約権の行使による株式増加数は67株で、資本金に1,038千円、資本準備金に1,038千円

を、付与日平成18年３月31日の第３回ストックオプション新株予約権の行使による株式増加数は1,202株で、

資本金に18,631千円、資本準備金に18,631千円をそれぞれ組み入れております。
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      ６　新株引受権、新株引受権付社債による新株引受権及び新株予約権の行使による増加

付与日平成12年１月５日の第１回ストックオプション新株引受権の行使による株式増加数は６株で、資本金に

122千円、資本準備金に122千円を、付与日平成16年３月31日の第１回ストックオプション新株予約権の行使に

よる株式増加数209株で、資本金に3,239千円、資本準備金に3,239千円を、付与日平成17年３月１日の第２回ス

トックオプション新株予約権の行使による株式増加数は29株で、資本金に449千円、資本準備金に449千円を、付

与日平成18年３月31日の第３回ストックオプション新株予約権の行使による株式増加数は324株で、資本金に

5,022千円、資本準備金に5,022千円をそれぞれ組み入れております。

　    ７　新株予約権の行使による増加

　　　　　付与日平成16年３月31日の第１回ストックオプション新株予約権の行使による株式増加数は800株で、資本金

          に12,400千円、資本準備金に12,400千円を、付与日平成18年３月31日の第３回ストックオプション新株予約

          権の行使による株式増加数は1,300株で、資本金に20,150千円、資本準備金に20,150千円をそれぞれ組み入れ

          ております。

　    ８　当事業年度の末日後本報告書提出日までの新株予約権の行使による増加

　　　　　平成22年４月１日から本報告書提出日までの期間に、付与日平成16年３月31日の第１回ストックオプション

　　　　　新株予約権の行使により、株式増加数は1,400株、資本金に21,700千円、資本準備金に21,700千円をそれぞれ

　　　　　組み入れております。
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(6) 【所有者別状況】

平成22年３月31日現在

区分

株式の状況

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 9 13 35 12 3 2,9843,056 ―

所有株式数
(株)

― 2,5641,50028,6889,031 5 19,14260,930 ―

所有株式数
の割合(％)

― 4.21 2.46 47.0814.82 0.01 31.42 100 ―

(注)　自己株式4,129株は、「個人その他」に含めて記載しております。

　

(7) 【大株主の状況】

平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社フェイス
 

京都府京都市中京区烏丸通御池下る虎屋町
566－１

26,899 44.15

ゴールドマンサックスインター
ナショナル
（常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券株式会社）

PETERBOROUGH COURT,133 FLEET
STREET,LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM
（東京都港区六本木６-10-１）

4,985 8.18

ドイチェ　バンク　アーゲー　ロン
ドン　ピービー　ノントリティー　
クライアンツ　613
（常任代理人 ドイツ証券株式会
社）

TAUNUSANLAGE 12, D-60325 FRANKFURT AM
MAIN, FEDERAL REPUBLIC OF GERMANY
（東京都千代田区永田町２－11－１）
　

2,593 4.26

高津　祐一 東京都品川区 2,350 3.86

日本トラスティ・サービズ信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－11
 

812 1.33

株式会社光栄キャピタル 神奈川県横浜市港北区箕輪町１－23－３ 694 1.14

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 633 1.04

エイチエスビーシー　ファンド　
サービシィズ　クライアンツ　ア
カウント　500ピー
（常任代理人　香港上海銀行東京
支店）

1 QUEEN'S ROAD CENTRAL HONG KONG
（東京都中央区日本橋３－11－１）
 
 

623 1.02

株式会社和陽恒産 神奈川県川崎市川崎区渡田向町24－６ 468 0.77

佐藤　寿春 埼玉県上尾市 458 0.75

計 ― 40,515 66.49

(注)１  当社は自己株式4,129株(6.78％)を有している。

　　　２  タワー投資顧問株式会社から、平成21年11月18日付で変更報告書の写しの送付があり、平成21年11月17日

          現在で7,474株を保有している旨の報告を受けておりますが、当事業年度末現在における実質所有株式数の

          確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

　　 　　 なお、タワー投資顧問株式会社より受領した変更報告書の写しの内容は以下のとおりであります。

 　　　　　（変更報告書の写しの内容）

  　　　　　　大量保有者     タワー投資顧問株式会社

  　　　　　　住所           東京都港区芝大門一丁目12番16号

  　　　　　　保有株等の数   普通株式 7,474株

  　　　　　　株券等保有割合 12.39％
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 4,129 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式56,801 56,801 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 60,930 ― ―

総株主の議決権 ― 56,801 ―

　

② 【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ウェブマネー
東京都港区浜松町
１－18－16

4,129
 

― 4,129 6.78

計 ― 4,129 ― 4,129 6.78

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び旧商法第

280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。

旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものの内

容は、以下のとおりであります。

 

第１回新株予約権(平成16年３月15日臨時株主総会決議に基づく平成16年３月15日取締役会決議)

旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成16年３月15日臨時株主総会終結時に

在任する当社取締役、同日在籍する当社従業員及び当社従業員に準じる者に対して、特に有利な条件を

もって新株予約権を発行することを、平成16年３月15日の臨時株主総会において特別決議されたもので

あります。その後、同日の取締役会において、当社取締役、当社従業員及び当社従業員に準じる者に対し

て、新株予約権を割当する発行の細目を決議したものであります。
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決議年月日 平成16年３月15日

付与対象者の区分及び人数(名) 取締役２、従業員37、従業員に準じる者１

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 5,200

新株予約権の行使時の払込金額(円) 31,000

新株予約権の行使期間 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第３号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　会社法第155条第３号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成21年12月３日)での決議状況
(取得期間　平成21年12月４日)

2,500 265,000

当事業年度前における取得自己株式  ― ―

当事業年度における取得自己株式 1,712 181,472

残存決議株式の総数及び価額の総額 788 83,528

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 31.5 31.5

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 31.5 31.5

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った取得
自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移
転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 4,129 ― 4,129 ―
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３ 【配当政策】

当社は、将来の持続的な成長に必要な設備投資等や経営基盤の強化を重要な経営目標に掲げるとともに、

株主に対する利益還元も重要な経営目標と認識しており、財政状態及び経営成績を勘案して弾力的な利益

還元を実施する方針を採っております。

内部留保資金につきましては、中長期的見地に立った業容の拡大及び新たな法規制への対応等、システム

関連での設備投資に備えるとともに、財務体質の強化のために活用し、経営基盤の安定に努めることを方針

としております。

このような方針に基づき、当事業年度の期末配当金につきましては、普通株式１株につき1,000円の配当

を実施することを決定いたしました。

なお、当社は、期末配当として年１回の配当を行うことを基本方針としており、この利益剰余金の配当の

決定機関は株主総会であります。

また、当社は、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を

定款に定めております。

なお、基準日が当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

平成22年６月25日
定時株主総会決議

56,801 1,000

　

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高(円) ― ― 453,000 204,000 205,000

最低(円) ― ― 129,000 27,400 33,300

（注）１　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所ＮＥＯにおけるものであります。

 ２　平成19年12月６日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、第19期及び第20期の株価について

 は該当事項はありません。

 ３　ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、平成22年４月１日付で大阪証券取引所（ＮＥＯ）

に上場となっております。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高(円) 139,200123,700111,400110,000139,000205,000

最低(円) 119,000 87,000 96,900 96,500 96,000 121,600

（注）１　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所ＮＥＯにおけるものであります。

 ２　ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、平成22年４月１日付で大阪証券取引所（ＮＥＯ）

に上場となっております。
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役会長 ― 古　谷　彰　男 昭和43年２月11日生

平成３年４月 大阪中小企業投資育成㈱入社

(注)３ ―

平成13年10月 ㈱フェイス入社、経営管理部経営戦略

室長

平成13年11月 ㈱フェイス執行役員経営管理部経営戦

略室長

平成15年６月 当社取締役

平成17年１月 バウンディ㈱取締役

平成17年２月 当社監査役

平成17年６月 当社取締役

平成18年７月 ギガネットワークス㈱

(現 ㈱フェイス・ワンダワークス)

取締役

平成18年７月 ㈱ブレイブ取締役

平成19年１月 ㈱フェイス上席執行役員ビジネスイン

テグレーション事業部長

平成20年６月 当社代表取締役社長兼最高執行役員

平成21年４月 当社代表取締役社長

平成22年６月 当社取締役会長(現任)

代表取締役
社長

― 吉　田　眞　市 昭和43年３月10日生

平成３年４月 伊藤忠商事㈱入社

(注)４ ―

平成15年１月 ㈱ブロッコリー入社

平成15年５月 同社取締役

平成16年５月 同社常務取締役

平成17年５月 同社代表取締役社長

平成19年６月 ㈱磐梯インベストメンツディレクター

平成21年１月 ㈱フェイス上席執行役員

平成21年２月 ギガネットワークス㈱

(現 ㈱フェイス・ワンダワークス)

取締役

平成21年４月 同社代表取締役社長

平成22年４月 コロムビアミュージックエンタテイン

メント㈱ 取締役（現任）

平成22年６月 当社代表取締役社長（現任）

平成22年６月 グッディポイント㈱取締役（現任）

取締役
営業部
担当

橋　野　太　郎 昭和43年４月３日生

平成４年４月 ㈱アスキー入社

(注)３ 103

平成８年12月 ㈱アスキーサムシンググッド入社

平成11年５月 当社入社

平成14年４月 当社営業部長

平成15年４月 当社執行役員営業部長

平成16年４月 当社執行役員モバイル事業推進室長

平成17年11月 グッディポイント㈱取締役

平成18年４月 当社執行役員営業部長

平成21年６月 当社取締役営業部担当(現任)

取締役
総務部・
経理部
担当

大　年　寿　子 昭和42年２月３日生

平成２年４月 アンダーソン・毛利・ラヴィノビッツ

法律事務所入所

(注)３ ―

平成８年５月 ヤンセン協和㈱入社

平成11年５月 ノベル㈱入社

平成15年６月 ㈱シマンテック入社

平成17年１月 ㈱フェイス入社

平成18年４月 ㈱フェイス法務部長

平成19年１月 ㈱フェイス執行役員法務部長

平成21年６月

平成22年１月

当社取締役管理部・法務部担当

当社取締役総務部・経理部担当(現任)

取締役 ― 阿　部　敏　則 昭和40年８月14日生

平成元年４月 住友金属工業㈱入社

(注)３ ―

平成13年３月 コナミ㈱入社

平成18年５月 ㈱フェイス入社、経営戦略室長

平成19年１月 ㈱フェイス執行役員国内経営企画室長

平成20年４月 ㈱フェイス上席執行役員経営企画室長

平成20年６月

平成22年４月

　　　

平成22年６月

当社取締役(現任）

コロムビアミュージックエンタテイン

メント㈱取締役

同社取締役経営企画部長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

常勤監査役 ― 本　多　　　清 昭和16年11月15日生

昭和40年４月 ㈱富士銀行入行

(注)５ ―

平成３年７月 ㈱富士銀行大阪支店長

平成５年６月 ㈱富士銀行取締役大阪支店長兼大阪営

業第一部長

平成６年５月 ㈱富士銀行取締役

平成６年６月 ㈱タカラ取締役副社長

平成12年６月 日本カーリット㈱常勤監査役

平成18年７月 千秋商事㈱監査役

平成19年11月 千秋商事㈱顧問

平成20年６月

平成22年６月

当社常勤監査役(現任)

コロムビアミュージックエンタテイン

メント㈱監査役（現任）

監査役 ― 土　山　彰　子 昭和39年３月15日生

昭和62年１月 日本合同ファイナンス㈱入社

(注)６ ―

平成12年10月 ㈱ブイ・シー・エヌ取締役

平成15年１月 アクセラテクノロジ㈱入社

平成17年５月 ㈱エルゴ・ブレインズ入社、財務室Ｉ

Ｒ部兼社長室シニアマネージャー

平成18年３月 ㈱朝日ネット入社、経営企画室長

平成19年６月 当社常勤監査役

平成20年６月 当社監査役(現任)

平成20年７月 ㈱フェイス入社、内部統制推進室長兼

内部監査室長（現任）

平成22年６月 コロムビアミュージックエンタテイン

メント㈱監査役（現任）

監査役 ― 佐　伯　浩　二 昭和40年12月13日生

平成２年４月 山一證券㈱入社

(注)６ ―

平成10年３月 愛媛信用金庫入庫

平成12年２月 ㈱フェイス入社、経営管理部長

平成13年３月 ㈱フェイス取締役経営管理部長

平成17年６月 当社監査役(現任)

平成19年４月 ㈱フェイス取締役

平成21年１月 ㈱フェイス取締役管理本部長（現任）

監査役 ― 長　吉　　　晋 昭和32年３月２日生

昭和56年４月 ㈱熊谷組入社

(注)７ ―

平成15年９月 コロムビアミュージックエンタテイン

メント㈱入社

平成17年１月 同社経営企画部長

平成18年４月 同社理事

平成18年６月 同社執行役 兼 経営企画部長

平成22年６月 同社常勤監査役（現任）

平成22年６月 当社監査役（現任）

計 103

　 (注) １　取締役阿部敏則は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　常勤監査役本多清、監査役土山彰子、監査役佐伯浩二及び監査役長吉晋は、会社法第２条第16号に定める社外監

査役であります。

３　取締役古谷彰男、橋野太郎、大年寿子及び阿部敏則の任期は、平成21年６月25日開催の第22期定時株主総会の終

結の時から、２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとなってお

ります。

     ４　取締役吉田眞市の任期は、増員により選任されたことから、当社定款の規定に基づき、平成21年６月25日開催の

第22期定時株主総会の終結の時から、２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会

終結の時までとなっております。

５　監査役本多清の任期は、平成20年６月26日開催の第21期定時株主総会の終結の時から、４年以内に終了する事

業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとなっております。

６　監査役土山彰子及び佐伯浩二の任期は、平成19年９月10日開催の臨時株主総会の終結の時から、４年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとなっております。

７　監査役長吉晋の任期は、平成22年６月25日開催の第23期定時株主総会の終結の時から、４年以内に終了する事

業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとなっております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

　当社は、経営ビジョンとして掲げる「独自の決済インフラを構築し、安全で利便性の高い電子決済サー

ビスを提供することにより、インターネット上での価値交換の媒体としてのデファクトスタンダードの

地位を確立する」ためには、株主、顧客、ユーザー、取引先、従業員等全てのステークホルダーとの信頼関

係の構築が肝要だと考えております。したがって、コーポレート・ガバナンスの強化及び充実を通して、

健全で透明性の高い企業体となることが重要な経営課題であると認識しております。

　以上のような基本的な考え方のもと、当社は、法令順守を基礎とし、職務権限を明確化した上での実効

性の高い内部統制システムの確立とリスク管理の強化、ステークホルダーへの説明責任を果たすための

適時開示体制の構築を行うことにより、コーポレート・ガバナンスの強化及び充実に取り組んでおりま

す。

①　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は監査役設置会社の形態を採用しており、取締役会を中心として、会社の活動を包括的に把握し、

より多くの情報を交換、共有できる現体制が、機動的な意思決定及び効率的な業務執行を行ううえで有

効であると考えております。

また、社外監査役４名を設置することで、意思決定及び業務執行の公平性の確保及び牽制機能の充実

が図られると考えております。

なお、当社の機関についての概要は以下のとおりであります。

　

　

１．取締役会

当社の取締役会は、経営の基本方針や経営に関する意思決定を行う常設の機関であり、会社の経営

上の重要事項の意思決定及び業務執行の監督機関として、社外取締役１名を含む５名で構成されて

おり、毎月１回以上開催するとともに、必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営判断の迅速化に努

めております。
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２．監査役会

当社の監査役体制は、常勤監査役１名(社外監査役)、非常勤監査役３名(社外監査役)の４名で構成

されており、各監査役は、監査役会で協議した監査計画に基づき監査を実施し、毎月１回開催する監

査役会において報告するとともに、取締役会の他必要に応じて経営会議に出席することにより、取締

役会の意思決定と取締役の職務執行を監視できる体制となっております。

３．経営会議

当社の経営会議は、取締役及び執行役員による業務執行に関する重要な事項につきまして、報告、

協議及び承認を行う常設の会議体として、取締役３名及び執行役員３名の全６名で構成されており、

原則毎週１回開催しております。

４．独立役員

コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みのひとつとして独立役員１名（社外監査役）

を指定しております。

５．内部監査

当社は、内部監査を担当する部門として、内部監査室を社長直轄の組織として設置しており、各部

門と連携しつつ、実際の業務執行状況について、必要な内部監査を実施しております。また、当該内部

監査により、当社における不正誤謬の未然防止、正確な業務管理情報の提供、財産の保全、業務活動の

改善などが図られ、経営効率の増進に資する体制を整えております。

６．会計監査

当社は、新日本有限責任監査法人と監査契約を締結しており、定期的な監査を受けております。

②  内部統制システムの整備状況

当社は管理部門を中心とした内部統制プロジェクトチームにより、金融商品取引法に適切に対応し、

有効な内部統制を実施できる体制を構築しております。

③　リスク管理体制の整備状況

当社は、管理部門が中心となり各執行部門との連携により業務執行などに関する情報を収集・共有す

ることにより、リスクの迅速な把握と未然防止に努めております。

また、当社は、個々の業務執行に当たり疑義が生じた場合に適切に対応するため、法律事務所及び税理

士法人並びに社会保険労務士事務所と契約を締結し、法務及び税務並びに労務管理についての適切な助

言及び指導を受ける体制を整えております。

④  内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携の状況

監査役（常勤監査役１名）と内部監査部門（専属担当者１名）は、内部監査計画、内部監査実施状況

及び改善実施状況などについて適時報告・説明を行い、必要に応じて内部監査における被監査部門のヒ

アリングに同席し、有用な情報を共有するとともに、内部統制プロジェクトチームに対しても、適宜、必

要な情報を提供し、意見交換を行っております。

また、監査役は、会計監査人により、期中に会計監査人の監査実施状況につき必要に応じて説明を受け

るとともに、期末監査終了後の監査結果報告会において、会計監査人からの指摘内容の説明や相互の意

見交換を行っており、内部統制プロジェクトチームに対しても、適宜、必要な情報を提供し、意見交換を

行っております。
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⑤　社外取締役及び社外監査役との関係及び状況　

当社の社外取締役は阿部敏則の１名、社外監査役は本多清、土山彰子、佐伯浩二及び長吉晋の４名であ

ります。

社外取締役である阿部敏則は、当社との間に人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係

はありません。　　

なお、社外取締役につきましては、当社における業務執行に対する監督を実効的に行うにあたり、当社

取締役会に毎回出席し、これまでの経営企画についての幅広い知識と見識から意見、助言を行うことで、

社外取締役としての機能と役割を果たしております。　　

また、内部監査部門及び内部統制プロジェクトチームに対し、適宜必要な情報の提供を求め、情報共有

を行い、連携を図っております。　　

社外監査役である本多清、土山彰子及び長吉晋の３名は、当社との間に人的関係、資本的関係または取

引関係その他の利害関係はありません。　

なお、当社は本多清を一般の株主と利益相反の生じるおそれのない独立役員として指定し、金　　　融商

品取引所に届け出ております。

また、社外監査役佐伯浩二は、当社親会社である株式会社フェイスの取締役を、社外監査役土山彰子

は、当社親会社である株式会社フェイスの監査役を兼ねておりますが、当社と親会社では主たる事業領

域が異なることから、親会社等の企業グループから制約を受ける要素は極めて少ないと考えており、独

立性も確保されていると考えております。　　

なお、社外監査役につきましては、株主総会、取締役会等に出席し、これまでの監査役としての職務経

験や、幅広い知識と見識に基づき、社外監査役として独立した立場から意見を述べる等、社外監査役とし

ての機能と役割を果たしております。　

また、社外監査役は、常勤監査役が主体となって、内部監査部門、内部統制プロジェクトチーム及び各

部門に対し、適宜必要な情報の提供を求め、情報共有を行い、連携を図っている他、前④項に記載のとお

り、会計監査人とも連携を図っております。

⑥　役員報酬の内容及び決定方針

当事業年度(平成22年３月期)における当社の取締役及び監査役に対する報酬は、以下のとおりであり

ます。

　なお、当社は、役員報酬を各役員の職務に応じて、個別に決定しており、業績などの要素を考慮し、一定

期間ごとに見直しを図っていることから、固定報酬である基本報酬のみを支給しており、役員賞与、ス

トックオプションの付与等の業績連動型の変動報酬の支給及びインセンティブ施策の導入を行ってお

りません。

　また、役員退職慰労金の支給も行っておりません。

　　　　

種別 人数 報酬（千円）

取締役に支払った報酬（社外取締役を除く） ６名 51,126

監査役に支払った報酬（社外監査役を除く） ― ―

社外役員に支払った報酬 ２名 9,240

合計 ８名 60,366
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⑦　株式の保有状況　　 

投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計

額　

　　　　　　１銘柄　０千円

⑧　会計監査の状況

当社は、新日本有限責任監査法人と監査契約を締結しており、当社の会計監査業務を執行した公認会

計士の氏名及び補助者は、以下のとおりであります。　　　　

　　　 監査業務を執行した公認会計士の氏名

　　　　　　指定有限責任社員　業務執行社員　　柳　　年哉

　　　　　　指定有限責任社員　業務執行社員　　吉田　亮一

　　　　　　（注）継続監査年数については、７年以内であるため記載を省略しております。

　　　 監査業務に係る補助者

　　　　　　公認会計士　４名

　　　　　　会計士補等　４名

⑨　定款における取締役の定数または取締役の資格制限についての定め等

  　１．取締役の定足数

　 当社の取締役は９名以内とする旨を定款で定めております。

　  　２. 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任議案について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。

⑩　株主総会決議事項のうち取締役会で決議することができる事項

１. 自己株式取得に関する要件

当社は、経済情勢の変化に対応して機動的な資本政策を遂行するため、会社法第165条第２項の規

定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定

款で定めております。

　　２．中間配当に関する事項

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の

決議によって中間配当をすることができる旨を定款で定めております。

　　３．取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役がより積極的に経営に参画し、監査役は適切な監査を実施することによって、その

職責を十分に果たすことができるよう、会社法第426条第１項の規定により、同法第423条第１項の取

締役(取締役であった者を含む。)及び監査役(監査役であった者を含む。)の損害賠償責任につき、法

令で定める要件に該当する場合には、取締役会の決議によって、法令の定める範囲内で免除すること

ができる旨を定款に定めております。

⑪　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う

旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総

会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

22,000 ― 22,000 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

前事業年度

　該当事項はありません。

当事業年度

　該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前事業年度

　該当事項はありません。

当事業年度

　該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査日数、提出会社の規模・業

務の特性等の要素を勘案し決定しております。

　

EDINET提出書類

株式会社ウェブマネー(E05724)

有価証券報告書

35/68



第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令

　第59号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に

　基づき、当事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に

　基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度(平成20年４月１日から

　平成21年３月31日まで)及び当事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)の財務諸表

　について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。　

　

３　連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

　

４　財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準

　機構へ加入し、会計基準設定主体等の行う研修へ参加することにより研鑽に努めております。
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１【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,757,800 4,785,841

売掛金 4,107,334 4,641,224

有価証券 － 499,886

商品 549 863

貯蔵品 76 1,189

前払費用 15,914 17,596

繰延税金資産 59,189 55,587

その他 7,381 5,990

貸倒引当金 △122 △10,748

流動資産合計 10,948,122 9,997,431

固定資産

有形固定資産

建物 11,256 16,745

減価償却累計額 △3,312 △5,540

建物（純額） 7,943 11,204

工具、器具及び備品 157,566 161,946

減価償却累計額 △105,207 △104,802

工具、器具及び備品（純額） 52,359 57,143

有形固定資産合計 60,303 68,348

無形固定資産

特許権 397 286

商標権 4,057 3,261

ソフトウエア 9,583 15,018

ソフトウエア仮勘定 － 16,087

その他 558 558

無形固定資産合計 14,596 35,211

投資その他の資産

投資有価証券 － 3,007,100

関係会社株式 541 －

貸倒懸念債権 － 3,117

長期営業債権 28,279 28,219

敷金 52,733 52,733

繰延税金資産 2,287 41,530

貸倒引当金 △28,279 △31,187

投資その他の資産合計 55,561 3,101,512

固定資産合計 130,460 3,205,072

資産合計 11,078,583 13,202,504
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 2,115 1,615

加盟店未払金 ※1
 5,538,884

※1
 6,851,833

未払金 214,042 217,078

未払費用 3,002 4,096

未払法人税等 3,025 381,402

未払消費税等 15,141 25,691

前受金 3,867 929

預り金 7,167 6,040

利用原価引当金 3,316,085 3,571,039

その他 394 1,723

流動負債合計 9,103,727 11,061,451

負債合計 9,103,727 11,061,451

純資産の部

株主資本

資本金 412,084 444,634

資本剰余金

資本準備金 334,570 367,120

資本剰余金合計 334,570 367,120

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 1,333,364 1,615,934

利益剰余金合計 1,333,364 1,615,934

自己株式 △105,163 △286,635

株主資本合計 1,974,855 2,141,053

純資産合計 1,974,855 2,141,053

負債純資産合計 11,078,583 13,202,504
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高 39,479,507 46,242,064

売上原価 36,062,810 42,370,306

売上総利益 3,416,697 3,871,757

販売費及び一般管理費

役員報酬 64,078 60,366

給料及び手当 237,760 273,381

法定福利費 30,266 31,754

退職給付費用 7,510 8,938

販売手数料 1,780,064 2,047,712

販売促進費 273,419 249,681

研究開発費 ※1
 2,000 －

システム運用費 198,058 140,363

支払報酬 74,408 57,306

地代家賃 63,738 58,264

減価償却費 46,735 39,349

ソフトウエア償却費 24,839 8,668

貸倒引当金繰入額 18 13,593

その他 151,600 126,252

販売費及び一般管理費合計 2,954,498 3,115,633

営業利益 462,199 756,124

営業外収益

受取利息 8,426 8,184

有価証券利息 9,431 17,360

没収金等 824 －

為替差益 82 －

雑収入 1,581 1,176

営業外収益合計 20,347 26,720

営業外費用

株式交付費 392 612

自己株式買付手数料 844 245

支払手数料 － 110

為替差損 － 78

雑損失 199 66

営業外費用合計 1,436 1,113

経常利益 481,110 781,731

特別利益

貸倒引当金戻入額 240 60

特別利益合計 240 60

特別損失

固定資産除却損 ※2
 2,916

※1
 5,880

投資有価証券評価損 － 541

事業整理損 ※3
 283,210 －

関係会社株式評価損 29,458 －

特別損失合計 315,585 6,421

税引前当期純利益 165,765 775,370

法人税、住民税及び事業税 2,290 369,522

過年度法人税等 － 102,506

法人税等調整額 82,342 △35,641

法人税等合計 84,632 436,388

当期純利益 81,133 338,982
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【売上原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　カード制作費 　 7,466 0.0 5,602 0.0

Ⅱ　利用原価 　 35,635,91698.8 42,148,40799.5

Ⅲ　見積原価 　 419,426 1.2 216,296 0.5

　　売上原価 　 36,062,810100.0 42,370,306100.0
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 403,252 412,084

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 8,831 32,550

当期変動額合計 8,831 32,550

当期末残高 412,084 444,634

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 325,738 334,570

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 8,831 32,550

当期変動額合計 8,831 32,550

当期末残高 334,570 367,120

資本剰余金合計

前期末残高 325,738 334,570

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 8,831 32,550

当期変動額合計 8,831 32,550

当期末残高 334,570 367,120

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 1,310,493 1,333,364

当期変動額

剰余金の配当 △58,262 △56,413

当期純利益 81,133 338,982

当期変動額合計 22,871 282,569

当期末残高 1,333,364 1,615,934

利益剰余金合計

前期末残高 1,310,493 1,333,364

当期変動額

剰余金の配当 △58,262 △56,413

当期純利益 81,133 338,982

当期変動額合計 22,871 282,569

当期末残高 1,333,364 1,615,934

自己株式

前期末残高 － △105,163

当期変動額

自己株式の取得 △105,163 △181,472

当期変動額合計 △105,163 △181,472

当期末残高 △105,163 △286,635
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本合計

前期末残高 2,039,484 1,974,855

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 17,662 65,100

剰余金の配当 △58,262 △56,413

当期純利益 81,133 338,982

自己株式の取得 △105,163 △181,472

当期変動額合計 △64,629 166,197

当期末残高 1,974,855 2,141,053

純資産合計

前期末残高 2,039,484 1,974,855

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 17,662 65,100

剰余金の配当 △58,262 △56,413

当期純利益 81,133 338,982

自己株式の取得 △105,163 △181,472

当期変動額合計 △64,629 166,197

当期末残高 1,974,855 2,141,053
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 165,765 775,370

減価償却費 46,735 39,349

ソフトウエア償却費 24,839 8,668

貸倒引当金の増減額（△は減少） △222 13,533

利用原価引当金の増減額(△は減少) 442,884 254,954

固定資産除却損 2,916 5,880

投資有価証券評価損益（△は益） － 541

事業整理損失 283,210 －

関係会社株式評価損 29,458 －

株式交付費 392 612

受取利息 △17,858 △25,544

為替差損益（△は益） △94 －

売上債権の増減額（△は増加） △584,172 △536,947

たな卸資産の増減額（△は増加） 653 △1,427

仕入債務の増減額（△は減少） 466,374 1,312,448

未払金の増減額（△は減少） 43,675 9,790

未払消費税等の増減額（△は減少） 15,141 10,550

未収消費税等の増減額（△は増加） 7,056 －

その他 △50,303 4,171

小計 876,452 1,871,952

利息の受取額 14,848 24,661

法人税等の支払額 △3,108 △97,822

営業活動によるキャッシュ・フロー 888,191 1,798,791

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,900,000 △1,400,000

定期預金の払戻による収入 1,300,000 2,800,000

有形固定資産の取得による支出 △85,165 △55,591

無形固定資産の取得による支出 △139,740 △35,232

投資有価証券の取得による支出 － △3,007,245

敷金の回収による収入 189 －

その他 1 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △824,715 △1,698,069

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 16,967 64,487

自己株式の取得による支出 △105,163 △181,472

配当金の支払額 △57,268 △55,808

財務活動によるキャッシュ・フロー △145,463 △172,793

現金及び現金同等物に係る換算差額 94 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △81,893 △72,071

現金及び現金同等物の期首残高 5,439,693 5,357,800

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 5,357,800

※
 5,285,728
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評

価方法

(1) 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)を採用して

おります。

(1) 満期保有目的の債券

同左

　 (2) 関連会社株式

移動平均法による原価法を採用

しております。

 
────

　 (3) その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用

しております。

(2) その他有価証券

時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及び

評価方法

　移動平均法による原価法(貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定)を採用して

おります。

 

(会計方針の変更)

　従来、移動平均法による原価法に

よっておりましたが、当事業年度より

「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準第９号　平成18年

７月５日公表分)が適用されたことに

伴い、移動平均法による原価法(貸借

対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法)により算

定しております。

　なお、これによる影響額はありませ

ん。

　　　　

同左

　　　
　　　
　　　
　　　
　　　　　　　

　
 

────
 
 

３　固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

建物　　　　　　　　８～15年

工具、器具及び備品　４～20年

(1) 有形固定資産

同左

　 (2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(３～５年)に基づいております。

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

　　なお、自社利用のソフトウェアに

　ついては、社内における利用可能期

　間(３年)に基づいております。

４　繰延資産の処理方法 株式交付費

　支出時に全額費用処理しておりま

す。

株式交付費

同左
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項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 利用原価引当金

将来の加盟店への支払に備える

ため、発行済「WebMoney」未使用残

高に対する費用見積額をユーザー

の「WebMoney」利用実績率に基づ

いて計上しております。

(2) 利用原価引当金

同左

６　キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３か月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっ

ております。

　　

　　

同左

７　その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

　   

   

【表示方法の変更】

　 　　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

────

（損益計算書）

　前事業年度まで区分掲記しておりました「没収金等」

は、重要性が乏しくなったため、営業外収益の「雑収

入」に110千円を含めて表示しております。　　　　　　
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

※１　加盟店未払金は、加盟店決済による決済精算金額の

うち加盟店に対する未払金残高であります。

※１　　　　　　　　　 同左

　

(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 2,000千円
 

 
────

　
 

※２　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

工具、器具及び備品 2,916千円
 

※１　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

工具、器具及び備品 5,880千円
 

※３　事業整理損の内容は、次のとおりであります。

事業用資産の減損損失 215,502千円

解約に伴って発生した費用等 67,707千円

 
　　　当事業年度において、当社は以下の資産について減損

損失を計上しました。

場所 用途 種類

本社
(東京都港区)

事業用資産
工具、器具及び備品
ソフトウェア

　　　当社は、主に継続的に収支の把握を行っている管理会

計上の区分を基礎として、資産のグルーピングを

行っております。ただし、事業の用に供していない遊

休資産については個別に取り扱っております。

　　　当事業年度において、銀行口座を利用した即時決済

サービス「Debit@」を終了したことにより、当該

サービスの資産につき、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し当該減少額を事業整理損(215,502千円)と

して特別損失に計上しました。その内訳は、工具、器

具及び備品35,182千円、ソフトウェア180,320千円で

あります。

　　　なお、回収可能価額の算定にあたっては、使用価値を

零として減損損失を測定しております。

 
 

────
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１.　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

発行済株式 　 　 　 　

　普通株式　(注)１ 58,262 568 ― 58,830

合計 58,262 568 ― 58,830

自己株式 　 　 　 　

　普通株式　(注)２ ― 2,417 ― 2,417

合計 ― 2,417 ― 2,417

(注) １　発行済株式の増加は、新株予約権の権利行使によるものであります。

２　自己株式の増加は、平成20年11月14日開催の当社取締役会での決議に基づく取得によるものであります。

　

２.　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 58,262 1,000平成20年３月31日 平成20年６月27日

　
　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月25日
定時株主総会

普通株式 56,413利益剰余金 1,000平成21年３月31日 平成21年６月26日

　

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１.　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

発行済株式 　 　 　 　

　普通株式　(注)１ 58,830 2,100 ─ 60,930

合計 58,830 2,100 ─ 60,930

自己株式 　 　 　 　

　普通株式　(注)２ 2,417 1,712 ─ 4,129

合計 2,417 1,712 ─ 4,129

(注)１.　発行済株式の増加は、新株予約権の権利行使によるものであります。

　　２.　自己株式の増加は、平成21年12月３日開催の当社取締役会での決議に基づく取得によるものであります。

　

２.　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月25日
定時株主総会

普通株式 56,413 1,000平成21年３月31日 平成21年６月26日
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　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 56,801利益剰余金 1,000平成22年３月31日 平成22年６月28日

　

(キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　　(平成21年３月31日現在)

　 　 (千円)

現金及び預金勘定 6,757,800　

預入期間が３か月を超える
定期預金

△1,400,000　

現金及び現金同等物 5,357,800　
 

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　　(平成22年３月31日現在)

　 　 (千円)

現金及び預金勘定 4,785,841　

有価証券勘定 499,886　

現金及び現金同等物 5,285,728　
 

　

(リース取引関係)

 　前事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　　　リース取引を利用していないため、該当事項はありません。

　

　　　当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　　　リース取引を利用していないため、該当事項はありません。

　

(金融商品関係)

　　　当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　

　　　（追加情報）

　　　　当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10

　　　　日）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成

　　　　20年３月10日）を適用しております。

　

１．金融商品の状況に関する事項 

　 (1）金融商品に関する取組方針 

　　　　当社は、金融資産運用管理規程及び金融資産運用基準に基づき、 資金運用については安全性

　　　の高い短期的な金融資産に限定し、資金調達については自己資金で賄っております。なお、当社

　　　はデリバティブ取引は行っておりません。
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（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 　　　　

①　営業債権である売掛金については、顧客の信用リスクにさらされております。　

当該リスクに関しては、当社の与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うと

ともに、主な取引先の信用状況を定期的にモニタリングする体制としております。　　

②　有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券であります。

有価証券については、一時的な余資の運用を目的として購入した債券であります。

また、投資有価証券については、資金決済法施行に伴い、当社が将来供託の用に供するため　　　　に購

入した日本国債であります。　

これらは、当社の金融資産運用管理規程及び金融資産運用基準に従い、投資対象を高格付け　　　　の

ものに限定しており、市場リスク及び信用リスクを回避しております。　　　 

③　営業債務である加盟店未払金については、そのほとんどが２カ月以内の支払期日であります。当該債

務については、流動性リスクにさらされておりますが、当社では月次で資金繰計画に関する書面を作

成する等の方法により管理しております。

　

（3）信用リスクの集中

　　　　当期の決算日現在における営業債権のうち49％が特定の大口顧客に対するものであります。

　

２．金融商品の時価等に関する事項 

　　　平成22年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

　　あります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                　　 　　　（単位：千円）

　 貸借対照表計上額 時　価 差　額

（1）現金及び預金 4,785,841 4,785,841 ―

（2）売掛金　(*1）　　　 4,630,476 4,630,476 ―

（3）有価証券 499,886 499,886 ―

（4）投資有価証券 3,007,100 2,988,300 △18,800

（5）加盟店未払金（*2） （6,851,833） （6,851,833） ―

（*） 1　売掛金の貸借対照表計上額は、貸倒引当金控除後の金額を記載しております。

 2　負債に計上されている加盟店未払金については、金額を（　）で示しております。

　

(注１) 金融商品の時価の算定方法

　(1) 現金及び預金、並びに(2) 売掛金

　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

　　　　よっております。

　(3) 有価証券

　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

　　　　よっております。

　　　　　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記をご参

　　　　照ください。
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　(4) 投資有価証券

　　　　　債券については、市場の価格によっております。

　　　　　また、非上場株式（貸借対照表計上額０千円）は、市場価額がなく、かつ将来キャッシュ・

　　　　フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、投

　　　　資有価証券には含めておりません。

　　　　　さらに、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記をご

　　　　参照ください。

　

　(5) 加盟店未払金

　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

　　　　よっております。

　

(注２)  金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　               　（単位:千円）

　 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 4,785,520 ― ― ―

売掛金 4,641,224 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

　満期保有目的の債券（国債） ― ― 3,000,000 ―

　満期保有目的の債券（社債） 500,000 ― ― ―

合計 9,926,744 ― 3,000,000 ―

　

　

(有価証券関係)

前事業年度(平成21年３月31日現在)

時価評価されていない主な有価証券の内容

　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（単位：千円）

区　分 貸借対照表計上額

　関連会社株式

　　非上場株式　
541

　

当事業年度(平成22年３月31日現在)

満期保有目的の債券

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（単位：千円）

区　分
　貸借対照表日における

　　貸借対照表計上額

　貸借対照表日における

　　　　時　価
差　額

時価が貸借対照表計上額

を超えないもの

　国債

　社債

 

3,007,100

499,886

 

2,988,300

499,886

 

△18,800

―

合計 3,506,986 3,488,186 △18,800
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(デリバティブ取引関係)

　前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　　デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

　

　当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　　デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

　

(退職給付関係)

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社は、厚生年金基金制度を採用しております。厚生年

金は総合設立であり、自社の拠出に対応する年金資産

の額を合理的に計算することができないため、当該年

金基金への拠出額を退職給付費用として処理しており

ます。

　　なお、拠出額を退職給付費用として処理している複数

事業主制度に関する事項は次の通りであります。

１　採用している退職給付制度の概要

同左

　(1) 積立状況に関する事項(平成20年３月31日)

年金資産の額 145,958,047千円

年金財政計算上の給付債務
の額

140,968,069千円

差引額 4,989,978千円

 

　(1) 積立状況に関する事項(平成21年３月31日)

年金資産の額 127,937,216千円

年金財政計算上の給付債務
の額

155,636,825千円

差引額 △27,699,608千円

 
　(2) 制度全体に占める当社の掛金拠出割合

　　　(自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日)

　　　　　　　　　　約0.06％

　(2) 制度全体に占める当社の掛金拠出割合

　　　(自 平成21年４月１日　至 平成22年３月31日)

　　　　　　　　　　約0.07％

　(3) 補足説明

上記(1)の差引額の主な要因は、剰余金5,860,542

千円、別途積立金12,896,353千円、資産評価調整加算

額△13,766,918千円であります。本制度における過

去勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却で

あります。

　(3) 補足説明

上記(1)の差引額の主な要因は、別途積立金　　　　　

19,539,486千円、資産評価調整加算額19,342,940　　　

　　千円、当年度不足金27,896,154千円であります。本

制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年の

元利均等償却であります。

２　退職給付債務の額に関する事項

　　該当事項はありません。

２　退職給付債務の額に関する事項

　　該当事項はありません。

３　退職給付費用の内訳

退職給付費用 7,510千円

勤務費用 7,510千円

３　退職給付費用の内訳

退職給付費用 8,938千円

勤務費用 8,938千円

　

次へ
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(ストック・オプション等関係)

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

　

　
平成11年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
取締役３名
従業員６名

取締役２名
従業員37名
従業員に準じる者１名

従業員25名
従業員に準じる者１名

株式の種類別のストック・
オプションの数(注)１

普通株式　1,772株 普通株式　5,200株 普通株式　　147株

付与日 平成12年１月５日 平成16年３月31日 平成17年３月１日

権利確定条件 (注)２ 同左 同左

対象勤務期間 定めはありません。 同左 同左

権利行使期間
平成11年12月27日から
平成21年12月26日まで

平成16年３月31日から
平成26年３月14日まで

平成17年３月１日から
平成27年２月３日まで

　

　
平成18年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
取締役２名
従業員33名

株式の種類別のストック・
オプションの数(注)１

普通株式　2,991株

付与日 平成18年３月31日

権利確定条件 (注)２

対象勤務期間 定めはありません。

権利行使期間
平成18年３月31日から
平成28年３月15日まで

(注) １　株式数に換算して記載しております。

２　権利確定条件は以下のとおりであります。

①　新株予約権の付与を受けた者(以下、「新株予約権者」という。)は、権利行使時において当社及び当社の

100％子会社の取締役、監査役、相談役もしくは従業員並びに従業員に準ずる地位を有することを要します。

②　新株予約権者は、当社株式が日本国内の金融商品取引所に上場された日以降に限り、新株予約権を行使する

ことができます。

③　新株予約権の行使に関するその他の条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株

予約権者との間で締結される新株予約権付与契約に定めるところによります。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

前事業年度(平成21年３月期)において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数
　

　
平成11年

ストック・オプション
(注)

平成16年
ストック・オプション

(注)

平成17年
ストック・オプション

(注)

権利確定前　　　(株) 　 　 　

　前事業年度末 ― ― ―

　付与 ― ― ―

　失効 ― ― ―

　権利確定 ― ― ―

　未確定残 ― ― ―

権利確定後　　　(株) 　 　 　

　前事業年度末 6 4,309 29

　権利確定 ― ― ―

　権利行使 6 209 29

　失効 ― ― ―

　未行使残 ― 4,100 ―

　

　
平成18年

ストック・オプション
(注)

権利確定前　　　(株) 　

　前事業年度末 ―

　付与 ―

　失効 ―

　権利確定 ―

　未確定残 ―

権利確定後　　　(株) 　

　前事業年度末 1,624

　権利確定 ―

　権利行使 324

　失効 ―

　未行使残 1,300

　(注)　新株予約権者は、当社株式が日本国内の金融商品取引所に上場された日以降に限り、新株予約権を行使するこ

　　　　とができます。

　

②　単価情報
　

　
平成11年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

権利行使価格　　　(円) 40,117 31,000 31,000

行使時平均株価　　(円) 176,000 186,526 176,000

付与日における
公正な評価単価　　(円)
(注)

― ― ―

　

　
平成18年

ストック・オプション

権利行使価格　　　(円) 31,000

行使時平均株価　　(円) 182,790

付与日における
公正な評価単価　　(円)
(注)

―

(注)　会社法の施行前に付与されたストック・オプションであるため記載しておりません。
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当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

　

　
平成16年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
取締役２名
従業員37名
従業員に準じる者１名

取締役２名
従業員33名

株式の種類別のストック・
オプションの数(注)１

普通株式　5,200株 普通株式　2,991株

付与日 平成16年３月31日 平成18年３月31日

権利確定条件 （注）２ 同左

対象勤務期間 定めはありません。 同左

権利行使期間
平成16年３月31日から
平成26年３月14日まで

平成18年３月31日から
平成28年３月15日まで

(注) １　株式数に換算して記載しております。

２　権利確定条件は以下のとおりであります。

①　新株予約権の付与を受けた者(以下、「新株予約権者」という。)は、権利行使時において当社及び当社の

100％子会社の取締役、監査役、相談役もしくは従業員並びに従業員に準ずる地位を有することを要します。

②　新株予約権者は、当社株式が日本国内の金融商品取引所に上場された日以降に限り、新株予約権を行使する

ことができます。

③　新株予約権の行使に関するその他の条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株

予約権者との間で締結される新株予約権付与に関する契約に定めるところによります。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当事業年度(平成22年３月期)において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数
　

　
平成16年

ストック・オプション
(注)

平成18年
ストック・オプション

(注)

権利確定前　　　(株) 　 　

　前事業年度末 ― ―

　付与 ― ―

　失効 ― ―

　権利確定 ― ―

　未確定残 ― ―

権利確定後　　　(株) 　 　

　前事業年度末 4,100 1,300

　権利確定 ― ―

　権利行使 800 1,300

　失効 ― ―

　未行使残 3,300 ―

　(注)　新株予約権者は、当社株式が日本国内の金融商品取引所に上場された日以降に限り、新株予約権を行使するこ

　　　　とができます。

　

②　単価情報
　

　
平成16年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション

権利行使価格　　　(円) 31,000 31,000

行使時平均株価　　(円) 113,775 98,230

付与日における
公正な評価単価　　(円)
(注)

― ―

(注)　会社法の施行前に付与されたストック・オプションであるため記載しておりません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 (千円)

利用原価引当金 22,046

関係会社株式評価損 11,986

減価償却超過額 7,358

貸倒引当金 6,337

貸倒損失 3,400

未払事業税 409

税務上の繰越欠損金 35,849

その他 883

繰延税金資産小計 88,273

評価性引当額 △26,797

繰延税金資産合計 61,476
 

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 (千円)

利用原価引当金 22,269

関係会社株式評価損 12,206

減価償却超過額 144,088

貸倒引当金 17,066

貸倒損失 3,400

未払事業税 27,780

その他 1,161

繰延税金資産小計 227,973

評価性引当額 △130,856

繰延税金資産合計 97,117
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

(調整) 　

交際費等損金不算入額 1.00

住民税均等割 1.38

評価性引当金 8.02

その他 △0.03

税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.06

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

(調整) 　

交際費等損金不算入額 0.15

住民税均等割 0.30

評価性引当金 1.98

過年度法人税等 13.22

その他 △0.06

税効果会計適用後の法人税等の負担率 56.28

　

　

　

　

(持分法損益等)

　
前事業年度

（自　平成20年４月１日　
　至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日）

関連会社に対する投資の金額(千円) 541 ─

持分法を適用した場合の投資の金額(千円) 541 ─

持分法を適用した場合の投資損失の金額(千円) 7,329 ─

（注）関連会社であったベスカ株式会社は、当事業年度より実質的な影響力がなくなったことから、関連会社から
　　　　除外しております。この結果、当社は関連会社がないため記載しておりません。
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【関連当事者情報】

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　関連当事者との取引

　該当事項はありません。

(追加情報)

当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」(企業会計基準第11号　平成18年10月17

日)及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第13号　平成18

年10月17日)を適用しております。

この結果、役員及び個人主要株主等との取引についての開示対象範囲に変更があります。

　

２　親会社に関する注記

　 親会社情報

株式会社フェイス(東京証券取引所に上場)

　

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　関連当事者との取引

　該当事項はありません。

　

２　親会社に関する注記

　 親会社情報

株式会社フェイス(東京証券取引所に上場)

　

(１株当たり情報)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 35,007円10銭

　

１株当たり純資産額 37,693円93銭

　

１株当たり当期純利益金額 1,398円46銭

　

１株当たり当期純利益金額 　5,941円22銭

　

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

1,323円02銭
　

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

5,663円86銭
　

(注)　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。
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前事業年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

当事業年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　
当期純利益(千円) 81,133 338,982

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ─

普通株式に係る当期純利益(千円) 81,133 338,982

期中平均株式数(株) 58,016 57,056

　 　 　
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　
当期純利益調整額(千円) ― ─

普通株式増加数(株) 3,308 2,794

(うち新株予約権等) (3,308) (2,794)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式の概要

─

 

 

─

 

 

　

(重要な後発事象)

　　前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　　該当事項はありません。

　

　　当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　　新株予約権の行使による新株式の発行 

　平成16年３月15日開催の取締役会決議に基づき付与した第１回新株予約権について、以下

　のとおり権利行使が行われております。

　第１回新株予約権

　　① 行使日　　　　　　　　　　　　平成22年５月13日

　　② 行使価格　　　　　　　　　　　31,000円

　　③ 増加した株式の種類及び数　　　普通株式1,400株

　　④ 増加した資本金　　　　　　　　21,700千円

　　⑤ 増加した資本準備金　　　　　　21,700千円
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

種類及び銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(千円)

投資有価
証券

その他
有価証券

ベスカ株式会社 2,000 0

計 2,000 0

　

【債券】

　

銘柄 券面総額(千円)
貸借対照表計上額

(千円)

有価証券

満期保有
目的の
債券

楽天KC　CP 500,000 499,886

小計 500,000 499,886

投資有価
証券

第304回　日本国債 1,500,000 1,496,846

第305回　日本国債 1,500,000 1,510,253

小計 3,000,000 3,007,100

計 3,500,000 3,506,986

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 11,2565,489 ― 16,7455,540 2,22711,204

　工具、器具及び備品 157,56647,78543,405161,946104,80237,12157,143

有形固定資産計 168,82353,27443,405178,692110,34339,34968,348

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　特許権 886 ― ― 886 600 110 286

　商標権 7,961 ― ― 7,961 4,700 796 3,261

　ソフトウエア 78,58314,103 ― 92,68777,6688,66815,018

  ソフトウエア仮勘定 ― 16,087 ― 16,087 ― ― 16,087

　その他 558 ― ― 558 ― ― 558

無形固定資産計 87,99030,190 ― 118,18182,9699,57535,211

(注) １　当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

　　　　　　工具、器具及び備品　　電子決済システム　　　　　　　　　　　　　44,199千円

　                        　　　　業務システム関連等　　　　　　　　　　 　　3,586千円
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２　当期減少額欄のうち主なものは次のとおりであります。

　　　　　　工具、器具及び備品　　電子決済システム　　　　　　　　　　　　　 5,452千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　業務システム関連等　　　　　　　　　　　　　 428千円

　

【借入金等明細表】

前事業年度末及び当事業年度末における短期借入金、長期借入金及び金利の負担を伴うその他の

負債(社債を除く。)がないため、財務諸表等規則第125条の規定により記載を省略しております。

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 28,401 13,715 － 182 41,935

利用原価引当金 3,316,0853,571,039 － 3,316,0853,571,039

(注) １　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、洗替による戻入額122千円及び債権回収額60千円であります。

２　利用原価引当金の「当期減少額(その他)」は、洗替による戻入額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 320

預金 　

　普通預金 4,776,574

　別段預金 8,946

小計 4,785,520

合計 4,785,841

　

ロ　売掛金

相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

株式会社ティーガイア 2,258,113

株式会社ファミマ・ドット・コム 1,074,335

ウェルネット株式会社 741,815

三菱ＵＦＪニコス株式会社 267,993

株式会社ペイジェント 142,992

その他 155,974

合計 4,641,224

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

前期繰越高
(千円)
 
(Ａ)

当期発生高
(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高
(千円)
 
(Ｃ)

次期繰越高
(千円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)
 

滞留期間(日)
 
　 (Ａ)＋(Ｄ)　
　 ２ 　
　 (Ｂ) 　
　 365 　
 

4,107,33446,210,13445,676,2444,641,224 90.8 34.6

(注)　当期発生高には消費税等が含まれております。
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ハ　商品

　

品目 金額(千円)

WebMoneyカード2,000円券及び5,000円券 738

その他WebMoneyカード 124

合計 863

　

ニ　貯蔵品

　

品目 金額(千円)

販促用商品 1,189

合計 1,189

　

②　流動負債

イ　買掛金

　

相手先 金額(千円)

株式会社テレカルト 910

エレクトロニック・アーツ株式会社 551

丸紅インフォテック株式会社 142

株式会社アンリ 11

合計 1,615

　

ロ　加盟店未払金

　

相手先 金額(千円)

株式会社ディー・エヌ・エー 1,002,925

ＮＨＮ　Ｊａｐａｎ株式会社 840,368

ソフトバンク・ペイメント・サービス株式会社 625,430

株式会社ネクソン 564,823

株式会社ゲームオン 505,913

その他 3,312,372

合計 6,851,833
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(3) 【その他】

当事業年度における四半期情報

　

　
第１四半期

自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

第２四半期
自平成21年７月１日
至平成21年９月30日

第３四半期
自平成21年10月１日
至平成21年12月31日

第４四半期
自平成22年１月１日
至平成22年３月31日

売上高(千円) 10,229,78110,473,36412,612,45312,926,465

税引前四半期純利益金額
(千円)

160,217 219,362 216,348 179,442

四半期純利益金額(千円) 93,894 128,758 42,111 74,218

１株当たり
四半期純利益金額(円)

1,664.40 2,248.16 729.04 1,307.51
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 ―

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所 ―

　　株主名簿管理人 ―

　　取次所 ―

　　買取手数料 ―

公告掲載方法
電子公告により行う。ただし、やむをえない事由により、電子公告によることができな
い場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。
公告掲載URL　http://www.webmoney.co.jp/ir/

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度(第22期)(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)平成21年６月26日関東財務局長に提出。

(2) 有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

平成21年７月24日　関東財務局長に提出。　

事業年度(第22期)(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)の有価証券報告書に係る訂正報告書で

あります。

(3) 内部統制報告書

事業年度(第22期)(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)平成21年６月26日関東財務局長に提出。

(4) 四半期報告書及び確認書

(第23期第１四半期)(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)平成21年８月13日関東財務局長に提

出。

(第23期第２四半期)(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)平成21年11月12日関東財務局長に提

出。

(第23期第３四半期)(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)平成22年２月12日関東財務局長に提

出。

(5) 自己株券買付状況報告書

報告期間(自　平成21年12月１日　至　平成21年12月31日)平成22年１月15日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

　

平成21年６月25日

株式会社　ウェブマネー

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　寺　　澤　　　　　豊　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　柳　　　　　年　　哉　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　吉　　田　　亮　　一　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ウェブマネーの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第22期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ウェブマネーの平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ウェブマネーの平成21

年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書

を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範

囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社ウェブマネーが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

　

平成22年６月25日

株式会社　ウェブマネー

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　柳　　　　　年　　哉　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　吉　　田　　亮　　一　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ウェブマネーの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第23期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ウェブマネーの平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ウェブマネーの平成22

年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書

を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範

囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社ウェブマネーが平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
 

(注) １ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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